様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　10月　20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃひかりしすてむ
                            一般事業主の氏名又は名称 株式会社ヒカリシステム
（ふりがな）かねみつ　じゅんよう
                              （法人の場合）代表者の氏名 　金光　淳用　　印
住所　〒263-0002 千葉県千葉市稲毛区山王町277番地3

法人番号　　3040001006361　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社の取り組み


	公表日
	　　　　2021年　　4月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「当社の取り組み」にて公表
https://www.haps.co.jp/company/pro/plan.html

	記載内容抜粋
	ヒカリシステムでは競争環境へのデジタル技術の導入により、市場変化のスピードが飛躍的に加速していくなかで、DXの推進を行うことで方針の共有/戦略の決定・実行までのスピードを上げて競争環境の変化に対応していく事を取締役会にて承認し以下に掲げる方針を実行していく事とする。
DX基本方針
我々が掲げる3つの価値観の実現のためにデジタル技術と現場情報（アナログ）を融合させ高速PDCAサイクルからお客様へ提供する付加価値を高める。
新たに自社の成功事例を商品に、DXスタートアップ支援事業を展開し、将来的にM&Aを進めシステム構築力を高め、システム活用力を付加価値とするサポート事業を展開していく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項である




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社の取り組み


	公表日
	　　　　2021年　　4月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「当社の取り組み」の「DXビジョンの推進シナリオ」「DX推進プロジェクト」の箇所にて公表
https://www.haps.co.jp/company/pro/plan.html

	記載内容抜粋
	DXビジョン2022を実現するために、以下のフェーズに分けて取り組んでまいります。
ヒカリシステムでは、既存ビジネスの深化・新規ビジネスの創出・デジタル活用環境整備を3つの戦略的な柱とし、以下のDX推進プロジェクトへ取り組んでまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項である



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「当社の取り組み」の「DX推進体制」の箇所にて公表
https://www.haps.co.jp/company/pro/plan.html

	記載内容抜粋
	代表直轄のDXサポートグループを発足し、デジタル人材育成・IT導入促進・ITツールの活用サポートを推進することと致しました。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「当社の取り組み」の「DX基本ルール」の箇所にて公表
https://www.haps.co.jp/company/pro/plan.html

	記載内容抜粋
	1. ファイルのクラウド管理
2. PCファーストからモバイルファーストへ
3. デジタイゼーションの推進
4. ITツールを共通の道具として使いこなし可能性のある道具に毎年投資する




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社の取り組み


	公表日
	　　　　2021年　　4月　　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト内「当社の取り組み」の「DXビジョンの推進シナリオ」「DX推進プロジェクト」の箇所にて公表
https://www.haps.co.jp/company/pro/plan.html

	記載内容抜粋
	DX推進シナリオについて：
Phase2.からPhase3.への判断指標で記載
Phase2.からPhase3.への判断基準として
・社内でのパソコンの保有台数を100台から15台へ
・レンタルPCを30台導入
・VPN（社内ネットワーク）の廃止、伴いVPNルーターを全台撤去
・レンタル物理サーバーの利用停止
DX推進プロジェクトについて：
DX推進プロジェクト達成を図る指標にて記載
<新規ビジネスの創出>
・毎年3月に社外のお取引様を招き「経営計画発表会」を実施し経営計画書及び財務指標の報告を行いそこで戦略の達成度を図る指標に基づき成果について自己評価し開示している。
<既存ビジネスモデルの深化>
・社内で運用しているシステムをシームレスに連携し、単体で動くシステムを【ゼロ】にする。
・営業に関わるデータベースをBIツールを用いて構築しデータドリブン経営を実現させる。
・Googleの提供する「ノーコードアプリApp sheet」の資格を2023年度までに取得し外部へのコンサルティングを行う。
<デジタル技術活用環境の整備>
・電子決済とRPAを導入することにより、事務処理の短縮を実現させ残業時間を削減させる。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　　4月　　1日


	発信方法
	当社コーポレートサイト内「会社紹介」の「社長挨拶」にて戦略の推進状況等を実務執行総括責任者がテキストで発信
https://www.haps.co.jp/company/pro/aisatsu.html

	発信内容
	①既存ビジネスの深化
システム連携においては2023年度期末までに全ての基幹システムとBIツールを連携させ、データの可視化を進めて参ります。
②新規ビジネスの創出
現場情報（アナログ）と数値情報（デジタル）に基づき、増客の仮説検証を繰り返し成果を出すまでスピードで数多く試行錯誤を行います。
③デジタル活用環境整備
バックオフィス業務のBPO移行・電子化を進めて参ります。2023年度までに『電子契約』『ハンコレス』『RPA』を定着致します。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　　12月頃　～　　　2021年　　4月頃


	実施内容
	「DX推進指標」により自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイト（https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html）により入力している




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　（2020年度）2020年5月頃　～　2020年11月頃
…毎年1回実施

	実施内容
	情報セキュリティ管理規程に則り、年次で監査を実施
・PMS監査（プライバシーマーク2年に1度審査）
・年1回各事業所の内部監査を実施
・環境整備点検でパソコンに関する点検項目でTOP自らチェック
SecurityAction制度に基づき2つ星の自己宣言を実施している。
https://www.haps.co.jp/cgi-bin/n_reportms.cgi?N=00000929
以下の規則に沿ってセキュリティ対策を実施
・情報セキュリティ管理規程
・【セキュリティブック】社内セキュリティ基本方針



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

